
平成 31 年度

入札参加資格審査申請手続きに係る留意点について

〔建設工事〕

要領（Ｐ１、２）に記載のある事項のほか、次の点にご留意ください。

１． 平成 29 年度から、「建設工事発注区分」および「町内業者の希望できる発注区分の数」が変更と

なっています。

「建設工事」業者カードの「④希望発注区分および工事業種」の欄には、Ｐ17 の「建設工事発注

区分表」から、希望する発注区分を、町内業者は ４ 区分まで、準町内・町外業者は １ 区分のみ記入し

てください。（Ｐ15）

なお、希望発注区分および工事業種は、年度途中に変更することはできません。

２． 町外業者の方で支店・営業所で申請する際、大阪府内に契約締結できる支店・営業所を有してい

ない場合は申請できませんのでご注意ください。「支店・営業所が大阪府内に無い。」、「支店・営業

所は大阪府内にあるが、本店（大阪府外）でしか契約締結できない。」などの場合は申請できませ

ん。（Ｐ１「１．資格要件 ⑨」およびＰ２「７．申請に当たっての注意事項 ⑦」）

３． 使用印鑑届は２部（原本および写し）必要です。（Ｐ８ 様式４）

原本をフラットファイルに綴り、写しをフラットファイルに挟んで（綴らない）提出してください。

４． 「建設工事」業者カードの「⑤建設業許可等の状況」の欄には、「④希望発注区分および工事業種」

で希望した発注区分および工事業種に必要な事項を含め、経営事項審査を受けている建設業許可についてす

べて記入してください。（支店・営業所で申請する場合は、当該支店・営業所で建設業許可を有しているものに

限ります。） 未記入の場合は、本町に登録されません。（Ｐ15～Ｐ16）

５． 下水道工事に必要な建設業許可および経営事項審査結果については、「土木工事業」および「土木一

式」の取り扱いとしています。これに伴い、下水道工事は、「土木工事」の業種に含まれます。

また、下水道工事における管更生工事等についても、「発注区分：土木一式」の「工事業種：土

木工事」に含めた取り扱いとなります。（Ｐ17）

なお、工事の内容（例えば、「下水道工事」と「水道工事」を一体的に発注する合冊工事の際に

は、引き続き「管工事業」の許可等が必要となる場合があります。）により、他の建設業許可およ

び経営事項審査結果が必要となる場合がありますので、「建設工事」業者カードの「⑤建設業許可

等の状況」の記入の際は、漏れのないようご留意ください。（Ｐ15～Ｐ16）

業者の皆様へ：必ずご確認ください。
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建設工事入札参加資格審査申請必要書類一覧表

（１）Ａ４フラットファイル（青色系）（表紙と背表紙に商号または名称を記入）に綴る書類

① 町内・準町内・町外業者に共通して必要な書類

② 町内・準町内業者のみに必要な書類

※各証明書等は、提出日より３ヵ月以内に発行されたもの

○印：必ず提出 △印：該当する場合提出 次ページへ続く

綴順 書類の名称 法人 個人 備 考

1
平成 31年度

入札参加資格審査申請書
○ ○ 様式１

2 履歴事項全部証明書等 ○ 写し可

3 委任状 △ △
様式２ ※支店・営業所で申請する場合に添付するこ

と（本店で申請する場合でも、代理人に委任する場合

は添付すること）

4 誓約書 ○ ○ 様式３

5
経営規模等評価結果通知書・総合

評定値通知書
○ ○

写し可 ※資格審査基準日現在において有効であり、

かつ、通知日が平成 31 年１月１日以前のものに限る

6 建設業許可証明書 ○ ○ 写し可

7 営業所一覧表 別紙二 ○ ○ 建設業許可申請（更新）時の添付書類の写し

8 使用印鑑届（原本） ○ ○ 様式４ ※なお、写しを、フラットファイルに挟んでください。

9 印鑑証明書 ○ ○ 写し可 ※法人は法務局、個人は市町村長発行

10 営業所所在地等報告書 ○ ○ 様式５ (Ｐ９～Ｐ12)

11 経営業務管理責任者証明書 ○ ○
省令様式第７号の写し（建設業許可申請（更新）時の

添付書類）※責任者を変更している場合は最新の写し

12 営業所専任技術者証明書 〇 〇
省令様式第８号の写し（建設業許可申請（更新）時の

添付書類）※技術者を変更している場合は最新の写し

13 工事経歴書（直近２年間分） ○ ○ 国土交通省統一様式（任意様式可）

14

納税証明書（直近１年間分） 写し可 ※証明書が発行されない場合は理由書

①法人税、消費税及び地方消費税 ○ 税務署発行（納税証明書その３の３）

②所得税、消費税及び地方消費税 ○ 税務署発行（納税証明書その３の２）

綴順 書類の名称 法人 個人 備 考

15

納税証明書（直近１年間分） 写し可 ※証明書が発行されない場合は理由書

①法人市町村民税 ○ 市町村長発行

②固定資産税 ○ ○ 市町村長発行

③市町村民税 ○ 市町村長発行

16 建設業退職金共済事業加入・履行証明書 △ △ 写し可 ※証明書が発行されない場合は理由書

17 技術職員名簿 ○ ○
経営事項審査申請に添付した写し。同内容であれば任

意様式可

18
監理技術者資格者証および講習修了

証の写し △ △
該当者のみ

登録営業所有資格者全員分（表裏写し）

19 被保険者縦覧照会回答票 ○ △
写し可 日本年金機構発行（請求の際は様式７を使用

してください） ※発行されない場合は理由書
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（２）Ａ４フラットファイルに挟む（綴らない）提出書類

町内・準町内・町外業者に共通して必要な書類（法人・個人とも）

番号 書類の名称 備 考

1 使用印鑑届（写し） 様式４ ※原本は、フラットファイルに綴ってください。

2 申請必要書類チェック表（Ｐ13）
提出前に書類に漏れがないかを○・△内にチェック

（✔）して確認してください。

3 「建設工事」業者カード（Ｐ14～Ｐ16）

4 受付票（Ｐ18） 商号又は名称を記入

5

返信用封筒

（長形３号封筒に住所および宛名を記入し、82 円

分の切手を貼付してください。）
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様式１

平成 31年 月 日

平成 31 年度入札参加資格審査申請書

提 出 先 熊 取 町 長

申 請 者

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 職 名

代 表 者 氏 名

熊取町所管に係る入札及び見積に参加したいので、別紙指定の書類を添えて入札参加

資格の審査を申請します。

本申請に係る申請書並びに添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないこと、及び

下記第１項に該当しないこと、また第２項について異議がないこと、さらに第３項につ

いて遵守することを誓約します。

記

第 1項 （１）成年被後見人及び被保佐人

（２）破産者で復権を得ない者

第２項 （１）本申請に係る申請書並びに添付書類の記載事項に虚偽がある場合は、入

札参加資格を取り消されること

（２）提出書類及び貴町との契約に関する情報について、法令等に基づき公開

されること

第３項 （１）本申請後、記載事項に変更が生じた場合には速やかに報告（変更届の提

出）すること

実印
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様式２

委 任 状

平成 31 年 月 日

提 出 先 熊 取 町 長

受 任 者

所 在 地

商号又は名称（※支店名等がある場合は必ず記入）

受 任 者 職 名

受 任 者 氏 名 使用印

上記代理人と定め、平成 31 年４月１日から平成 32 年３月 31 日まで、下記の権限を

委任します。

記

１．入札及び見積の件

２．契約締結の件

３．保証金の納付及び還付の件

４．請負代金の請求及び受領の件

５．その他契約に関する一切のこと

委 任 者

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 職 名 実印

代 表 者 氏 名



様式３
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平成 31 年 月 日

提 出 先 熊 取 町 長

誓 約 書

私は、熊取町が暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の町の事務事業により暴力団を利する

こととならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していることを承

知したうえで、入札参加資格審査申請及び公共工事等を受注するに際して、次に掲げる事項を誓約

します。

この誓約に違反又は虚偽があったことにより、当方が不利益を被ったとしても一切異議は申し立

てません。

１ 私は、次の公共工事等を受注するに際して、暴力団排除規則第３条各号に掲げる者のいずれに

も該当しません。

２ 私は、暴力団排除規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、熊取町から役員名

簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。

３ 私は、本誓約書及び役員名簿等が熊取町から大阪府泉佐野警察署及び大阪府警察本部に提供さ

れることに同意します。

４ 私が本誓約書１に該当する事業者であると熊取町が大阪府泉佐野警察署又は大阪府警察本部

から通報を受け、又は熊取町の調査により判明した場合は、熊取町が暴力団排除条例及び熊取町

契約関係暴力団排除措置要綱に基づき、熊取町ホームページ等において、その旨を公表すること

に同意します。

５ 私が暴力団排除条例第７条に規定する下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等（ただ

し、契約金額500万円未満のものは除く。）から誓約書を徴し、当該誓約書を熊取町に提出しま

す。

６ 私の使用する下請負人等が、本誓約書一に該当する事業者であると熊取町が大阪府泉佐野警察

署又は大阪府警察本部から通報を受け、又は熊取町の調査により判明し、熊取町から下請契約等

の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。

住所又は

事務所所在地

（フリガナ）

商号又は名称

（フリガナ）

代表者職名

代表者氏名

（フリガナ）

代表者の生年月日 明治・大正・昭和・平成 年 月 日生

受任者氏名

（委任している場合のみ）

実印
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様式４

使 用 印 鑑 届

使 用 印

上記の印鑑を下記の事項に関して使用する印鑑として届けます。

１．入札及び見積に関すること

２．契約締結に関すること

３．保証金の納付及び還付に関すること

４．請負代金の請求及び受領に関すること

５．その他契約に関する一切のこと

平成 31年 月 日

提 出 先 熊 取 町 長

申 請 者

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 職 名

代 表 者 氏 名 実印
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様式５（１／４）

営業所所在地等報告書（建設工事）

注意事項

１．報告書は、資格審査基準日（平成31年１月１日）時点の状況を記入してください。

２．営業所所在地は、建設業法等に基づく営業所の所在地を記入してください。

営業所付近見取図（地図等のコピー貼付可）

なお、記入に際し、駅・バス停留・学校・その他公共施設等目印になるものを記入

し、できるだけ詳細に記入してください。

営業所所在地

契約先 商号又は名称

（支店名等がある場合は必ず記入）

代表者又は受任者名

電 話 番 号
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様式５（２／４）

営業所の写真（写真については提出時の３ヵ月以内に撮影したもの）

営業所外部の写真を貼付（看板等会社名の確認ができるもの）

営業所内部の写真を貼付
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様式５（３／４）

営業所所在地に関する質問について

次の質問について、該当する箇所の□枠にレ印を記入してください。

１．建物の使用 □①事務所専用 □②併用

２．前項で②と答えた場合、何と □①役員又は職員の住居と併用

併用していますか。 □②他社の建設業と併用

□③その他（具体的に記入「以下同じ」）

３．前項で②と答えた場合、併用

している建設業者名を記入して

ください。

４．建物の形態 □①戸建住宅 □②共同住宅 □③事務所

□④倉庫 □⑤車庫 □⑥コンテナ

□⑦その他

５．看板（商号・名称を表記した □①設置している（通行人からよく見える）

もの）の設置 □②設置している（通行人からよく見えない）

□③なし

６．電気設備 □①ある □②なし

７．電話等設備（転送不可） □①電話、ＦＡＸ両方 □②電話のみ

□③その他

８．専用（他社と併用していない） □①ある □②なし

机、いす、設計見積等事務機器

９．平常時の営業時間 午前 から午後 まで

10．出勤状況の把握 □①ﾀｲﾑﾚｺｰﾀﾞｰ □②出勤簿

□③その他

11．営業所所在地での標識（建 □①掲示している □②掲示していない

設業の許可等が記載されてい

るもの）の掲示

12．営業所所在地での営業に関す □①備付している □②備付していない

る帳簿の備付

13．営業所所在地での技術者の社

員名簿の設置

□①設置している □②設置していない

14．雇用保険への加入 □①加入している □②加入していない

□③適用除外

15．健康保険及び厚生年金保険へ □①加入している □②加入していない

の加入 □③適用除外
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様式５（４／４）

営業所所在地職員状況

（記入方法及び注意事項）

１．経営業務管理責任者とは、建設業の許可申請の際、経営業務の管理責任者証明をされている

方です。（建設業法第７条第１項第１号）

２．経営業務管理責任者（省令様式第７号）および専任技術者（省令様式第８号）の証明書の写しを

添付してください。

３．職員とは営業所所在地に所属している者をいい、経営業務管理責任者、営業所専任技術

者を含みます。（非常勤役員、臨時雇用職員、嘱託職員、下請職員、派遣職員、協力会社

社員は除く。）

①経営業務管理責任者

※ 証明書の写しを添付してくだ

さい。（省令様式第７号）

職 名 氏 名

②営業所専任技術者

※ 証明書の写し(許可を有するすべて

の工種分)を添付してください。

（省令様式第８号）

職 名 氏 名 技術者が有する資格

③職員等 雇用人数 雇用保険加入者 健康保険加入者

監理技術者 人 人 人

監理技術者以外の技術者 人 人 人

事務職員

（非常勤、臨時職員等除く）
人 人 人
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申請担当者報告書兼申請必要書類チェック表

商号又は名称

申請担当者 氏名 TEL E-mail

提出前に書類に漏れがないかを○・△内にチェック（✔）して確認してください。

〇印：必ず提出 △印：該当する場合提出 ※ 各証明書等は、提出日より３ヵ月以内に発行されたもの

綴

順
書類の名称

法

人

個

人

原本

写し
備 考

熊取町

ﾁｪｯｸ欄

⑴
Ａ
４
フ
ラ
ッ
ト
フ
ァ
イ
ル
（青
色
系
）に
綴
る
書
類

①

町
内
・準
町
内
・町
外
業
者
に
共
通
し
て
必
要
な
書
類

1
平成 31 年度

入札参加資格審査申請書
○ ○ 原本 様式１：要押印

2 履歴事項全部証明書等 ○ 写し

3 委任状 △ △ 原本 様式２：要押印

4 誓約書 ○ ○ 原本 様式３：要押印

5
経営規模等評価結果通知書・総合評定値通

知書
○ ○ 写し

資格審査基準日において有効であり、かつ、

通知日が平成 31 年１月１日以前のものに限る

6 建設業許可証明書 ○ ○ 写し

7 営業所一覧表 別紙二 ○ ○ 写し 建設業許可申請（更新）時の添付書類

8 使用印鑑届 ○ ○ 原本
様式４：要押印 ※なお、写しを、フラットファイルに

挟んでください。

9 印鑑証明書 ○ ○ 写し

10 営業所所在地等報告書 ○ ○ 原本 様式５（Ｐ９～Ｐ12）

11 経営業務管理責任者証明書 ○ ○ 写し
省令様式第７号（建設業許可申請（更新）時の

添付書類）

12 営業所専任技術者証明書 ○ ○ 写し
省令様式第８号（建設業許可申請（更新）時の

添付書類）

13 工事経歴書（直近２年間分） ○ ○ 写し

14

納税証明書（直近１年間分） ※証明書が発行されない場合は理由書

①法人税、消費税及び地方消費税 ○ 写し 納税証明書その３の３

②所得税、消費税及び地方消費税 ○ 写し 納税証明書その３の２

②

町
内
・準
町
内
業
者
の
み
に
必
要
な
書
類

15

納税証明書（直近１年間分） ※証明書が発行されない場合は理由書

①法人市町村民税 ○ 写し

②固定資産税 ○ ○ 写し

③市町村民税 ○ 写し

16 建設業退職金共済事業加入・履行証明書 △ △ 写し ※証明書が発行されない場合は理由書

17 技術職員名簿 ○ ○ 写し

18 監理技術者資格者証および講習終了証 △ △ 写し 該当者のみ

19 被保険者縦覧照会回答票 ○ △ 写し ※発行されない場合は理由書

⑵
綴
ら
ず
に
提
出

町
内
・準
町
内
・町
外
業
者
に

共
通
し
て
必
要
な
書
類

1 使用印鑑届 ○ ○ 写し
様式４：要押印 ※なお、原本は、フラットファイル

に綴ってください。

2 申請必要書類チェック表（Ｐ13） ○ ○ 原本

3 「建設工事」業者カード（Ｐ14～Ｐ16） ○ ○ 原本

4 受付票（Ｐ18） ○ ○ 原本 商号又は名称を記入

5 返信用封筒（長形３号） ○ ○ 82 円切手貼付
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平成31年度 「建設工事」業者カード

上記は該当する個所に○印で囲んでください。なお、＊印の記入は不要です。

① 熊取町との契約先となる営業所（町内業者は本店を記入してください。）

② 本 店（「①熊取町との契約先となる営業所」と同じ場合は「同上」と記入してください。）

③ 職員数（全体および熊取町との契約先となる営業所について記入してください。）

＊業者コード ＊受付番号

業 者 区 分 町 内 ・ 準 町 内 ・ 町 外

商号又は名称

※支店名等がある

場合は必ず記入し

てください。

フリガナ

郵便番号

住 所

電話番号 Ｆ Ａ Ｘ

役 職

代表者

又は

受任者

フリガナ

商号又は名称

フリガナ

郵便番号

住 所

電話番号 Ｆ Ａ Ｘ

役 職 代表者

フリガナ

経審基準日 平 成 年 月 日

経審有効期限 平 成 年 月 日（経審基準日から起算して１年７ヵ月）

営業年数 年

自己資本額 千円 ※経審に記載されている自己資本額を記入してください。

全 体 契約先の営業所

監理技術者 人 人

監理技術者以外の技術者 人 人

事務員（非常勤、臨時職員等除く） 人 人

合 計 人 人
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④ 希望発注区分および工事業種（建設工事発注区分表（Ｐ17）から希望する区分を記入してください。）

※ 町内業者は希望発注区分４区分まで、準町内・町外業者については、希望発注区分１区分のみ記入してください。

※ 希望発注区分を年度途中に変更することはできません。

※ 指定の欄以外への記入は無効となります。

⑤ 建設業許可等の状況（「④希望発注区分および工事業種」で希望した発注区分および工事業種に必要な事

項を含め、経営事項審査を受けている建設業許可についてすべて記入してください。未記入の場合は、本町に登録

されません。）

※ 準町内・町外業者の方が、支店・営業所で申請する場合は、当該支店・営業所で建設業許可を有しているものに

限ります。

※ 許可区分：熊取町との契約先となる営業所の許可区分を記入してください。

※ 完成工事高：経営事項審査結果通知書に記載された２年または３年平均の金額を記入してください。

※ 技術職員数：熊取町との契約先となる営業所の技術職員数を記入してください。

※ 記載以外の建設工事の種類については、追加記入してください。

希望発注

区分番号

発 注 区 分

町内業者は４区分まで

準町内・町外業者は１区分のみ

工 事 業 種

１

２

３

４

建設工事の種類
許可区分

（一般または特定）

総合評定値

（Ｐ点）

完成工事高

年平均（千円）

技 術 職 員 数

１級 ２級 その他

土木一式

舗装

造園

建築一式

管

水道施設

とび・土工・コンクリート
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⑤ 建設業許可等の状況（つづき）

※ 記載以外の建設工事の種類については、追加記入してください。

建設工事の種類
許可区分

（一般または特定）

総合評定値

（Ｐ点）

完成工事高

年平均（千円）

技 術 職 員 数

１級 ２級 その他
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建 設 工 事 発 注 区 分 表

熊取町が発注する建設工事の発注区分および必要とする建設業許可並びに

経営事項審査結果は以下のとおりです。

※平成 29 年度から、「その他：造園工事」の取り扱いを廃止しています。

造園工事を希望される方は、「３．造園」を選択してください。

区

分

番

号

発注区分 工事業種 必要な建設業許可
必要な経営事項

審査結果

１ 土木一式
土木工事

（下水道工事含む）
土木工事業 土木一式

２ 舗装 舗装工事

舗装、土木工事業

※土木工事業の建設業許可が

無い場合は、希望できません。

舗装、土木一式

※土木一式の経営事項審査を受

けていない場合は、希望できま

せん。

３ 造園 造園工事 造園工事業 造園

４ 建築一式 建築工事 建築工事業 建築一式

５ 水道工事 給・配水管工事

土木、管工事業 または、

土木、水道施設工事業

※土木工事業の建設業許可が

無い場合は、希望できません。

土木一式、管 または、

土木一式、水道施設

※土木一式の経営事項審査を受

けていない場合は、希望できま

せん。

６ 交通安全施設 交通安全施設 とび･土工工事業 とび･土工･コンクリート

７

そ の 他

上記以外の場合

上記以外の場合は

建設工事の種類
当該工事に必要な許可

当該工事に必要な経営事

項審査結果
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受 付 票
（建設工事）

平成 31 年度

入札参加資格審査申請書を受付しました

（有効期間 平成 31 年４月１日～平成 32 年３月 31 日）

商号又は名称

受 付 番 号

受 付 印

１．この受付票は大切に保管してください。

２．受付番号は、上記年度内は変更ありません。

３．本受付票は再発行できません。

提出した申請書の記載事項等に変更があった場合は、直ちにこの受付番号を記入した入札

参加資格審査申請書変更届を提出してください。

また、建設業許可や経営事項審査結果通知書（経営規模等評価結果通知書・総合評定値通

知書）が更新された場合は、速やかにその写しを提出してください。

なお、更新した建設業許可や経営事項審査結果通知書（経営規模等評価結果通知書・総合

評定値通知書）の写しの提出がない場合には、競争入札への参加ができなくなる場合があり

ますのでご留意願います。

〒５９０－０４９５

大阪府泉南郡熊取町野田一丁目１番１号

熊取町役場 総務部 契約検査課 （北館３階）

℡０７２－４５２－１００８（直通）
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様式６

理 由 書

平成 31 年 月 日

提 出 先 熊 取 町 長

申 請 者

所 在 地

商号又は名称

代 表 者 職 名

代 表 者 氏 名 実印

入札参加資格審査申請に必要な添付書類について、本理由書を提出いたします。

記

１．提出できない書類（該当する項目に✔）

□納税証明書 □法人税、消費税及び地方消費税（納税証明書その３の３）

□所得税、消費税及び地方消費税（納税証明書その３の２）

□法人市町村民税 □固定資産税 □市町村民税

□建設業退職金共済事業加入・履行証明書

□被保険者縦覧照会回答票

□営業証明書

２．提出できない理由（具体的に）

※提出できない書類が複数ある場合は、個別に理由を記入してください。



様式７

閲覧申請書（請求書）
事業所別被保険者記録一覧表

平成　　　　　年　　　　月　　　　日

事業所所在地

事業所名称

事業主氏名 ㊞

注意事項（窓口交付について）

事業主様ご本人にかぎり、被保険者縦覧照会回答票の即日閲覧・発行が可能です。
事業主様のご本人確認のため、免許証やパスポート等写真付の証明書が必要です。（事業
所被保険者一覧表は、機械上の問題により翌日以降の発行または発送になります。）
事業主様のご本人確認ができない場合、代理人の方（事業主様の委任状をお持ちの場合
も）や受託契約の社労士の方でも窓口交付はできません。事業所の登録住所宛、または受
託社労士様の事務所宛への郵送となりますので、ご了承ください。

熊取町入札参加資格審査申請のため

被保険者縦覧照会回答票

　　　　　　　　　　　　　　　　―

摘 要

請 求 理 由

閲覧 ・ 請求者 氏名

事 業 所 所 在 地

事 業 所 名 称

事 業 所 整 理 記 号
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